
令和 4 年度ヤングケアラー支援対策の取り組みについて 

 

 令和４年度から「ヤングケアラー支援に向けた連携推進事業」を開始し、１普及啓発・周知、２人材

育成、３関係機関の連携・ネットワーク強化、４相談・支援策の構築の４つの柱で事業を実施してい

る。 

 

１． 普及啓発・周知 

実施月 実施内容 

7 月 ホームページ掲載 

7 月 ヤングケアラー普及啓発用リーフレット配布（関係部署・区民施設等） 

8 月 ヤングケアラー普及啓発用ポスター配布（関係部署・区民施設等） 

10 月 ヤングケアラー普及啓発用ポスター区設掲示板掲示 

 

２． 人材育成 

（１）区職員・福祉・介護・教育・地域の担い手等への研修実施 

対象 テーマ・講師 受講者数 

区職員 

（入区 5・15 年目、希望者） 

【職員課・福祉政策課共催】 

教養研修 人権～子どもの人権と支援～ 

立教大学 コミュニティ福祉学部 福祉学科 

   助教    田中 悠美子 氏 

125 名 

生活福祉課・障害福祉課・子

ども家庭支援センター・予防

対策課・保健サービスセンタ

ー・教育センター・児童青少

年課等の職員及び専門職 

高齢者あんしん相談センター

の職員 

民生委員児童委員協議会・青

少年健全育成会委員等の地域

の担い手 

【ＤＶＤ視聴】 

一般社団法人日本ケアラー連盟監修ＤＶＤの視聴 

ヤングケアラーへの理解と支援のために 

① 自治体職員のみなさまへ 

② 福祉・教育関係者のみなさまへ 

③ 地域のみなさまへ 

一般社団法人日本ケアラー連盟   

① 代表理事  堀越 栄子 氏 

② 理事    森田 久美子 氏 

③ 代表理事  牧野 史子 氏 

254 名 

幼稚園、小・中学校教員 

【教育センター主催】 

人権教育研修 

ヤングケアラー支援に係る取組みについて 

～チーム学校としての取り組み～ 

白梅学園大学 子ども学部 家族・地域支援学科 

   准教授    牧野 晶哲 氏 

39 名 

人権研修またはＤＶＤ視聴済

の支援者 

【福祉政策課主催】 

 

ヤングケアラー支援ステップアップ研修 

子どもが子どもでいられる文京区に 

 ～ヤングケアラーの体験・支援経験より学ぶ～ 

認定ＮＰＯ法人カタリバ  和田 果樹 氏 

20 名 
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 （２）関係者用窓口一覧リーフレットの作成 

   子どもやヤングケアラーが支援している家族と接点がある関係者がヤングケアラーに気づくため 

に、また気づいた際に適切な支援につなぐために、アセスメントシート付の「令和４年度版文京 

区関係者用ヤングケアラー相談・支援窓口一覧」を作成した。 

 

３． 関係機関の連携・ネットワーク強化 

名称 開催日 主な報告・検討事項等 

ヤングケアラー支援対策関係者連絡会 第１回 

６月３０日 

・ヤングケアラーについて 

・文京区における支援対策について 

ヤングケアラー支援対策関係者連絡会

作業部会 

第１回 

７月７日 

・ヤングケアラーについて 

・窓口一覧の作成について 

・研修について 

ヤングケアラー支援対策関係者連絡会

作業部会 

第２回 

９月２８日 

・窓口一覧（案）について 

・研修について 

・把握実績調査について 

・子ども用アセスメントシートについて 

・支援の流れについて 

ヤングケアラー支援対策関係者連絡会 １１月 

意見聴取 

・窓口一覧（案）について 

ヤングケアラー支援対策関係者連絡会

作業部会 

第３回 

3 月 

書面開催 

・窓口一覧作成報告 

・研修報告 

・把握実績調査報告 

・次年度の連携推進事業について 

ヤングケアラー支援対策関係者連絡会 第２回 

３月１７日 

・令和４年度の支援対策の進捗状況 

・次年度の連携推進事業について 

 

４． 相談・支援策の構築 

（１） 家庭支援ヘルパーによる支援【子ども家庭支援センター】 

令和４年度から育児支援ヘルパー派遣事業の支援対象家庭にヤングケアラーのいる家庭を追加

し、家庭支援ヘルパー派遣事業としてレベルアップ。 

（２） スクールソーシャルワーカーの支援【教育センター】 

ヤングケアラーを含め、家庭に課題や困難のある区立小・中学校の児童・生徒がスクールソー

シャルワーカーに相談できる体制を整備。 

（３） 現在ある相談・支援事業の見える化・情報の整備【作業部会：資料第２号参照】 

関係者用ヤングケアラー相談・支援窓口一覧を作成。 

（４） ヤングケアラー把握実績を調査【作業部会】 

令和４年４月～１２月末現在の把握実績を基に、支援の課題を分析。 

（５） 次年度の体制整備、本人及び家庭支援の構築【資料第４号参照】 


